




平 成 29 年度

今治市公共下水道事業会計予算書





議会第 2回議案第 37号

平成 29年度 今治市公共下水道事業会計予算

(総 則)

第 1条 平成29年度今治市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

(業務の予定量)

第 2条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1)本年度整 備 面積 14. 1ha 

(2)年間総処理水量 18，250，000ぱ

(3) 1日平均処理水量 50，000 ni 

(4) 主要な建設改良事業

(ア)近見中継ポンプ場更新事業 1式

(イ)天保山第 1ポンプ場更新事業 1式

(ウ)北部終末処理場更新事業 1式

(エ)今治処理区(合流地区)老朽管対策事業 1式

(オ)管渠整備事業 4，310m 

(収益的収入及び支出)

第 3条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収入

第 1款公共 下 水 道 事 業 収 益 5，478，000千円

第 1項営 業 収 益 2，643，251千円

第 2項営業 外収 益 2，834，747千円

第 3項特 Jjlj 未Ij 益 2千円

支 出

第 1款公共下水道事業費用 5，524，000千円

第 1項営 業 費 用 4，871，794千円

第 2項営業 外 費用 641，206千円

第 3項特 別 損 失 3，000千円

第4項予 備 費 8，000千円



(資本的収入及び支出)
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2，169，000千円

1，372，200千円

140，000千円

124，418千円

501，650千円

30， 730千円

2千円

支出

第 1款資本的支出

第 1項建設改良費

第 2項 企 業債償還金

第 3項予備費

3，725，000千円

1，471，100千円

2，245，900千円

8，000千円

(債務負担行為)

第 5条 債務負担行為をすること ができる事項、期間及び限度額は、 次の とお りと定

める。

事 項 期 間 限度額

天保山第 1ポンプ場改築事業 平成 29年度から平成 30年度まで 350，000千円

北部 終 末 処 理場改築事業 平成 29年度から平成 30年度まで 200，000千円
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(企業債)

第 6条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定

める。

起債の目的 限度額 起債の方法 利 キテー←ユ宅 償還の方法

千円 1借入先 年 借入先の融通条件
財務省、その他 5.00% による。

2借入方法 以内 但し、財政の状況

下水道事業 872，200 普通貸借または債券 (ただし、利 または借入先の都
発行の方法による。 率見直し方式 合により、償還年

3借入時期 で借入れる資 限の延長及び短
平成 29年度中とす 金について、 縮、もしくは繰上

る。但し、事業または 利率の見直し 償還または低利債
財政の都合によ り、起 を行った後に に借り換えするこ
債額の全部もしくは一 おいては、当 とができる。
部を翌年度に繰越して 該見直し後の

資本費平準化債 500，000 借入することができ 利率)
る。

メ口玉、 計 1，372，200 

(一時借入金)

第 7条 一時借入金の限度額は、 2，500，000千円と定める。

(予定支出の各項の経費の金額の流用)

第 8条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと

定める。

( 1 )営業費用と営業外費用(消費税及び地方消費税に限る。)

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 9条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用

し、またはそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経な

ければならない。

( 1 )職員給与費

( 2 )交際費

(他会計からの補助金)

217，051千円

50千円

第 10条 公共下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ受ける補助金は、

2，030，000千円である。
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(たな卸資産の購入限度額)

第 11条 たな卸資産の購入限度額は、 30，340千円と定める。

平成 29年 3月 3日 提 出

今治市長 菅 良
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平成29年度今治市公共下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収 入 (単位 千円)

款 項 目 予定額 備 考

1公 共下水道
事業収 益

5，478，000 

l営業 収 益 2，643，251 

1下水道使用料 1，700，000 下水道使用料

2他' ぷ三五泳t 計
870，353 雨水処理に対する一般会計負担金

負 担 金

3国庫補助金 24，350 施設管理調査委託等

4受託工事
収益

30， 700 移設工事等の受託による収入

その他
5営業収益

17，848 施設管理費負担金等

2営業 外収 益 2，834，747 

l受取利息 2預金利息

2他' 
dコSコZ、 計

780，111 
分流式下水道に要する経費等に対する一

負 金 般会計負担金

3他
ぷコミ与、 計

255，118 
汚水処理に対する一般会計補助金(企業

補 助 金 債利息等)

4長期前受金
戻入

1，799，261 長期前受金戻入

5雑 収 益 255 その他営業外収益

3特別利 益 2 

l過年度損益
修正益

2前年度以前の損益の修正
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支 出 (単位千円)

款 項 目 予 定 額 備 考

1公共下水道
事業 費 用

5，524，000 

1営業費用 4，871，794 

l管 渠 費 190，664 管渠の管理に要する費用

2ポンプ場費 194， 139 ポンプ場の管理に要する費用

3処理 場 費 814， 741 終末処理場の管理に要する費用

4受 託工事費 33，000 移設工事等の受託に要する費用

5業 務 費 107， 198 下水道使用料の徴収業務等に要する費用

6総 係 費 143，510 事業活動の全般に関連する費用

7減価償却費 3，188，542 固定資産の減価償却費

8資産減耗費 200，000 固定資産の除却費

2営業 外 費用 641，206 

1支 払利 I~、 579，206 企業債及び一時借入金利息

2消費税及び
地方消費税

50，000 消費税及び地方消費税納税額

3雑 支 出 12，000 その他の営業外費用

3特 別 損失 3，000 

l過 年度損益
修正損

3，000 不納欠損処分費等

4予 備 費 8，000 

l予 備 費 8，000 
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資本的収入及び支出

収 入 (単位千円)

款 項 目 予 定 額 備 考

l資本的収 入 2，169，000 

1企 業 {責 1，372，200 

1建設改良費 1，372，200 下水道事業債等

2他 会計 出資金 140，000 

l他会 計出資金 140，000 一般会計出資金

3他会計補助金 124，418 

l他会計補助金 124，418 
臨時財政特例債等に対する一般会計補助
金(企業債元金)

4国 庫 補助 金 501，650 

l国庫補助金 501，650 下水道建設費等

5負 担金等 30， 730 

1受益者負担金等 30， 730 受益者負(分)担金

6寄 附 金 2 

l寄 附 金 2一般寄附金(区域外接続)
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支出 (単位千円)

款 項 目 予定額 備 考

1資本的 支 出 3，725，000 

l建 設改 良費 1，471， 100 

l下水道建設費 1，032，000 下水道建設(補助事業)に要する費用

2単独下水道
建設費

435，000 下水道建設(単独事業)に要する費用

3営業設備費 4， 100 備品等の購入に要する費用

2企業債償還金 2，245，900 

l建 設企業債
償 還金

2，245，900 企業債の元金償還金

3予 備 費 8，000 

1予 備 費 8，000 
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平成29年度今治市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(消費税及び地方消費税抜)

(平成29年4月1日から平成30年3月31日まで)

(単位円)

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

引当金の増減額(ムは減少)

長期前受金戻入額

受取利息

支払利息

固定資産除却損

有形固定資産売却損益(ムは益)

未収金の増減額(ムは増加)

未払金の増減額(ムは減少)

たな卸資産の増減額(ムは増加)

!j、計

利息、の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

ム 22，675，000

3，188，542，000 

1，419，000 

ム 1，799，261，000

ム 2，000

579，206，000 

200，000，000 

0 

2，000，000 

ム 50，000，000

O 

2，099，229，000 

2，000 

ム 579，206，000

1，520，025，000 

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

国庫補助金等による収入

基金の積立による支出

基金の取崩による収入

他会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

ム 1，747，814，000

0 

646，514，000 

0 

0 

115，202，000 

ム 986，098，000

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー
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給 与 費 明 細 重主
Eヨ

1 総括
(単位人・千円)

区分
職員数 給与費

法定福利費
引当金

合計
特別職 一般職 報酬 給料 手当 計 繰入額

損益勘定
2 25 5， 153 96， 584 42，283 144，020 29，839 14，285 188，144 

支弁職員

本年度
資本勘定

2 9，884 14，021 23，905 3， 152 1，850 28，907 
支弁職員

合計 2 27 5， 153 106，468 56，304 167，925 32，991 16， 135 217， ，051 

損益勘定
1 26 2，249 99， 395 43，956 145，600 31，958 15， 335 192，893 

支弁職員

前年度
資本勘定

2 7，949 12，586 20，535 2， 563 643 23，，741 
支弁職員

合計 l 28 2，249 107， 344 56，542 166， 135 34，521 15，978 216，634 

損益勘定
1 ム l 2，904 ム 2，811 ム 1，673 ム 1，580 ム 2，119 ム 1，050 ム 4，'749

支弁職員

比較
資本勘定

一 1，935 1，435 3，370 589 1，207 5， 166 
支弁職員

合計 ム 1 2，904 ム 876 ム 238 1， 790 ム 1，530 157 417 

(本会計における計上職員数は 27人及び 1人 (9月)である。)

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時間外

管理職手当 期末手当 勤勉手当
手 勤務手当

当 本年度 4，528 1，556 1，380 14， 770 5， 728 17，585 10， 757 
の
内 前年度 4， 722 1，868 1，491 15，270 5，280 17，727 10， 184 
訳

比較 6 194 ム 312 ム 111 ム 500 448 ム 142 573 
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2 給料及び手当の増減額の明細
(単位千円)

区分 増減額 増減事由別内訳 説明 備考

給料 ム 876 *‘ふ口 与 改 疋ド-'-+ 256 

伴 フ t首 減 分

昇 給 伴 つ 1，450 

士首 力日 分

そ の他の 増減分 ム 2，582 職員数の変動に伴う減少分 ム 2，534

人事異動に伴う減少分 ム 588

その他の増加分 540 

手当 ム 238 市リ 度 改 正 1，026 給与改定に伴う増加分 1，026 

伴 フ 増 減分 期末手当 58 

勤勉手当 968 

チ日十 給 伴 フ 669 昇給に伴う増加分 669 

増 加 分 管理職手当 131 

期末手当 325 

勤勉手当 213 

そ の 他 の ム 1，933 職員数の変動に伴う減少分 ム 973

増 減 分 通勤手当 ム 86

期末手当 ム 549

勤勉手当 ム 338

人事異動に伴 う増減分 ム 815

扶養手当 ム 20

住居手当 264 

通勤手当 ム 238

管理職手当 ム 539

期末手当 ム 176

勤勉手当 ム 106

その他の増減分 ム 145

扶養手当 ム 174

住居手当 ム 576

通勤手当 213 

時間外勤務手当 ム 500

管理職手当 856 

期末手当 200 

勤勉手当 ム 164
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3 給料及び手当の状況

( 1 )職員 1人当たり給与 (単位円・歳月 )

区 分 一 般 イ'丁ー 政 職 技 AHh E 労 務 職

平均給料月額 317，044 

平成 29年 2月 1日 現 在 平均給与月額 356，493 

平均年齢 42.00 

平均給料月額 308，264 

平成 28年 2月 1日 現 在 平均給与月額 346，528 

平均年齢 40.08 

( 2 )初任給 (単位円)

一 般 iコh=z 計 (J) 市リ 度
区 分 一般行政職 技能労務職

一 般行政職 技 能 労 務職

両 校 卒 146， 100 143，500 146， 100 127，900 

大 メィ'-4ー 卒 178，200 178，200 158，900 

{3) 級別職員数 (単位人・%)

一 般 イ'丁ー 政 職 技 A目~ 労 務 職
区 分

昨及 職員数 キ蕎 成 比 級 職員数 構 成 上じ

1 級 1 3. 7 1 級

2 級 8 29.6 2 級

3 級 4 14.8 3 級

4 級 5 18.5 4 級
平成 29年 2月 1日

5 級 7 26.0 5 級現 在

6 級 2 7.4 

7 級

8 級

計 27 100.0 計

l 級 2 7.1 l 級

2 級 9 32. 1 2 級

3 級 2 7.1 3 級

4 級 9 32. 1 4 級

平成 28年 2月 1日
5 級 4 14.5 5 級

現 在
6 級 2 7.1 

7 級

8 級 一 一

計 28 100.。 計

っd
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(平成29年2月1日現在の級別の標準的な職務内容)

区 分 8 級 7 級 6 級 5 級 4 庁長 3 級 2 級 l 級 i

一 般行政職 部長
次長 支所長 支所課長 課長補佐 係長 主事 主事
支所長 本庁課長 課長補佐 係長 主査 技師 技師

(4 )昇給 (単位人・%)

代 表 的 な 職 種
区 分 l口k 計

一 般行政職 技 能 労 務職

職 員 数 (A) 27 27 

本 昇給に係る職員数 (B) 25 25 

2 号給

年 4 号 給 25 25 
号 給数別内訳

6 号給

度 8 号給

比 率 (B) / (A) 92.6 92.6 

職 員 数 (A) 28 28 

目Ij 昇給に 係る職員数 (B) 26 26 

2 号給

年 4 号給 26 26 
号 給数別内訳

6 号給

度 8 号給

比 キ~ユ (B) / (A) 92.9 92.9 

( 5 )期末手当・勤勉手当 (単位月分)

支 手合 期 }jIJ 支 給 率
区 分 支給率計 備考

6 月 期 1 2 月 期

2.075 2.225 4. 300 
本 年 度

(1. 050) (1. 200) (2. 250) 

2.025 2.175 4.200 
円IJ 年 度

(1. 025) (1. 175) (2. 200) 

2.075 2.225 4.300 
一般会計の 制度

(1. 050) (1. 200) (2. 250) 

※は再任用職 員の支給率
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( 6 )その他の手当

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 廿~ 

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

F
「
υ

唱

'A



債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払 当年度以降の支払

義務発生(見込)額 義務発生予定額
左の財源内訳

事項 限度額
期 間 金額 期間 金額 国庫

企業債 その他
補助金

公共下水道
千円 千円 千円 千円 千円 千円

事業計画変

更調査設計
38，500 平成28年度 平成29年度 28，808 28，808 

業務

近見中継ポ

ンプ場改築 139，000 平成28年度 平成29年度 139，000 69，500 62，500 7，000 

事業

平成29年度

天保山第 1
から

ポンプ場改 350，000 平成30年度 350，000 175，000 157，500 17，500 

築事業 まで

平成29年度

北部終末処
から

理場改築事 200，000 平成30年度 200，000 110，000 80，000 10，000 

業 まで

置
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今治市公共下水道事業予定損益計算書(前年度分)
(消費税及び地方消費税抜)

(平成28年4月 1日から平成29年3月31日まで)

平成28年度

円)(単位

1，588，889，000 

1，053，258，000 

11，000，000 

5，680，000 

13，786，000 

1 営業収益

(1)下水道使用料

(2)他会計負担金

(3)国庫補助金

(4)受託工事収益

(5)その他営業収益 2，672，613，000 

4，578，547，QQO 

131，656，000 

217，012，000 

667，172，000 

103，092，000 

94，866，000 

3，102，813，000 

261，936，000 

費

費

費

費

費

費

費

益

費用

渠

ンプ場

理 場

務

係、

価償却

産減耗

業 利

2 営業

(1)管

(2)ポ

(3)処

(4)業

(5)総

(6)減

(7)資
ρヱ4
凸 ム 1，905，934，000

4，000 

818，176，000 

29，188，000 

1，805，958，000 

707，000 

3 営業外収益

( 1) 受取利息

(2)他会計負担金

(3)他会計補助金

(4)長期前受金戻入

(5)雑収益

2，000，208，000 

94，274，000 

2，654，033，000 

653_，825， 000 

625，070，000 

28， 7~Q， OOQ 

息

出

益

4 営 業 外 費用

( 1)支払利

(2)雑支

経常利

5 特別利益

(1)過年度損益修正益

ハU
-
n
U
A
U
=

A
U
-
A
U
A
U
=
 

ハU
-
A
U

ハU
=

z

'

t

 

9
-
3
3
=
 

A

斗ニ
ηム
り
ム
=

円

t-nunu--

z

，
Z
 

3
-
8
8
=
 

っ
と

1
4
1
A
=

唱
'
・
晶
噌

'A--

25，703，000 

l，954，000 

-17 -

25，703，000 

l，954，000 

6 特別損失

(1)過年度損益修正損

当年度純利益

当年度未処分利益剰余金



平成28年度今治市公共下水道事業予定貸借対照表 (前年度分)

(消費税及び地方消費税抜)

(平成29年3月31日)

円(単位

部の産資

6，334，544，000 

4，360，326，000 

ハ
u

n

u

-
A
U
n
U

A
U

ハU
-
A
u
n
U

A
U
n
u
-
A
U
A
U
 

ウ
t

t

i

-
A
ι
I
A
U

t

i

Q

d

-
FhU

円

L

n
U
F
O
-
門

f
e
-
-

q

u

n

L

-
F
h
u
n
6
 

0
0
η
ム

-
1
i
d
ι
I

5
円
，
ム

-
Q

U

8

4

ム
一日

1ム 55，967，634，000 

7，733，820，000 

98，000，000 

98，000，000 

。

672，000 

563，904，000 

672，000 

。

75，058，900，000 

8，765，823，000 

ム 1，032，003，000

l 固定資産

(1)有形固定資産

イ 土 地

建 物

減 価 償却累計額

ハ構 築 物

減価償却累計額

二 機械及び装置

減価償却累計額

ホ車両運搬 具

減価償却累計額

へ工具器具備品

減 価 償却累計額

ト建設仮勘定

有形固定資産合計

固 定資産合計

ロ

75，058，900，000 

432，943，000 

314，153，000 

ム 3，600，000

ハ
U
-
ハ
U

n
u
-
A
U
 

n
u
-
ハ
U

，
.， 

nhu
-
ρ
h
u
 

n可
u
-
n可
U

A
壬

-ηο
，
.， 

n
J
E
円，，山

A
吐

』
ハ
U

7
-
8
 ，

 

F
h
u
 

ヴ

t
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金

金

金

計

計

収

倒引当

動資産合

産合

預

産資

金

2 流動

(1)現

(2)未

貸

流

資



26，195，302，000 

部の債負

。
26，195，302，000 

2，245，900，000 

244，800，000 

2，505，956，000 

15，256，000 

26，095，573，000 

24，821，507，00。ム 1，274，066，000

3，556，778，000 

3，670，279，000 

n
u
-
ハU

ハυ

ハU
E

ハU

ハU

A
U
-

ハU
A

U

噌

i

-
n
H
U
Q
U

ハU
-
円

d

a

U

F
O
-
nud

咽

i

q
o
-
n
u
q
L
 

l
-
3

2

 

1
1
-
nδ

っ“

ム
一
.
4
a 4，617，769，000 

2，003，814，00。
ム 39，403，000 1，964，411，000 

34，960，465，000 

34，960，465，000 

定負債

企業債

引当金

固 定負債合計

動負債

企業債

未払金

引当金

流動負債合計

繰延収益

( 1)長期前受金

イ 国 (県)補助金

収益化 累計額

受益者負担金等

収益化累計額

ハ他会計補助金

収益化累計額

ニ受贈財産評価額

収益化累計額

長 期 前受金合計

繰延収益合計

負債合計

固

(1) 

(2) 

3 

4 流

(1) 

(2) 

(3) 

5 

ロ

63，661，723，000 

本 金

自己 資

資本 金

余金

資本剰余金

国 (県)補助金

他会計補助金

資本剰余金合計

(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債・資本合計

5，688，106，000 

5，688，106，000 

部の本資

金

計

本

メ玉、
口

6 資

(1) 

剰

(1) 

イ

7 

2，745，156，000 

3，589，388，000 ロ

6，334，544，000 

118，023，000 

6， 452， 567， 000 

12，140，673，000 

75，802，396，000 

118，023，000 
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平成29年度今治市公共下水道事業予定貸借対照表 (当年度分)

(消費税及び地方消費税抜)

(平成30年3月31日)

円(単位

部の産資

6，338，544，00。

4，137，621，000 

4，583，017，000 

ム 445，396，000

59，066，916，000 

ム 3，721，816，000 55，345，100，00。
9，034，864，00。

ム 2，106，392，000 6，928，472，000 

4，357，000 

583，718，000 

73，418，172，000 

80，360，000 

98，000，000 

ム 17，640，000

4，469，000 

ム 112，000

1 固定資産

(1)有形固定資産

イ土 地

建 物

減価償却累計額

ハ構 築 物

減価償却累計額

ニ 機械及び装置

減価償却累計額

ホ車両運搬具

減価償却累計額

ヘ 工 具器具備品

減価償却累計額

ト建設仮勘定

有形固定資産合計

固定資産合計

ロ

73，418，172，000 

442，570，000 

312，153，000 

ム 5，990，000

ハU

-
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U

ハU

-
n
U

A
U
-
ハU
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q
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-
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nd
-
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7
-
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n
o
-
P
O
 

A
せ

-
c
u

円，・
-
4
1
A
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A
せ

ウ

t

nu 
つL

金

金

金

計

計

収

倒引当

動資産合

産合

預

産資

金

2 流動

(1)現

(2)未

貸

流

資



25，624，387，00。
。

部の債負

25，624，387，00。

2， 361， 600， 000 

24，028，663，000 

26，612，230，000 

ム 2，583，567，000

3，698，736，000 

ム 231，371，000 3，467，365，000 

4，955，140，00。
ム 453，804，000 4，501，336，000 

2，003，814，000 

1，923，556，000 ム 80，258，000

33，920，920，000 

194，800，000 

14，285，000 

33，920，920，000 

2，152，515，000 

定負債

企 業 債

引 当金

固 定 負債合計

動負債

企業

未 払

引当

流動負債

繰延収益

(1)長期前受金

イ国 (県)補助金

収益化累計額

受 益者負担金等

収 益化累計額

ハ他会計補助金

収益化累計額

二 受贈 財産評価額

収益化累計額

長 期 前受金合計

繰 延収益合計

負債合 計

固

(1) 

(2) 

3 

債

金

金

計
ム、
口

流

(1) 

(2) 

(3) 

4 

5 

ロ

61，906，907，000 

本金

自己資

資本金

剰余金

(1)資本剰余金

イ国(県)補助金

他会計 補助金

資 本剰余金合計

(2) 利 益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債・資本合計

5，828，106，000 

部の本資

金

計

本
メ弘、

資

(1) 

6 

5，828，106，00。

2，747，156，000 

3，589，388，000 

7 

ロ

6， 336， 544，000 

95，348，000 

95，348，000 

6，431，892，000 

74，166，905，000 

12，259，998，000 
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注記表

I 重要な会計方針

1 たな卸資産の評価基準及び評価方法

-貯蔵品 先入先出法による原価法

2 固定資産の減価償却の方法

3 

(1)有形固定資産(リース資産を除く 0)

-減価償却の方法 定額法による。

-主な耐周年数

建物 15---50年

構築物 50年

機械及び装置 10---25年

工具器具備品 2---15年

車両運搬具 5年

引当金の計上方法

(1)賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見

込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

(2)法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度

末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

(3)貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を

計上している。

(4)退職給付引当金

退職給付引当金は、退職手当要支給額に相当する金額の全部を一般会計が負

担するため、計上していない。

4 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

H 予定貸借対照表等関連

1 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債 (1年以内に償還予定のものも含む)の

うち、他会計が負担すると見込まれる額は 556，657千円である。

2 引当金の取崩し

(1)賞与引当金等の取崩し

平成 29年度において、期末手当、勤勉手当及び法定福利費として
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15，899，000円を支給する予定であり、賞与引当金等 15，899，000円の取崩しを

見込んでいる。

E セグメント情報

1 報告セグメント情報の概要

今治市公共下水道事業会計は、下水道法上の下水道である「公共下水道事業J

と「特定環境保全公共下水道事業Jを報告セグメントとしている。各報告セグメ

ントの対象とする処理区は以下のとおりである。

事業区分 対象とする処理区

公共下水道事業 今治(中央)、北部・樋口、大西

特定環境保全公共下水道事業 塔ヶ谷、小部、吉海、木浦・有津、井口、宮浦

2 報告セグメントごとの営業収益等

当年度(自平成 29年 4月 1日至平成 30年 3月 31日) (単位:千円)

特定環境保全
公共下水道事業 メ口h、 言十

公共下水道事業

営業収益 2，359，290 154，525 2，513，815 

営業費用 3，996，145 781，098 4，777，243 

営業外収益 2，159，400 675，335 2，834，735 

営業外費用 513， 187 78，019 591，206 

営業損益 61，636，855 ム626，573 ム2，263，428

経常損益 9，358 ム29，257 ム19，899

セグメント資産 61，861，695 12，305，210 74，166，905 

セグメント負債 52，029，737 9，877，170 61， 906， 907 

その他の項目

他会計負担金 1，409，247 241，217 1，650，464 

他会計補助金 80，247 174，871 255， 118 

減価償却費 2，617，275 571，267 3，188，542 

支払利息 501， 187 78，019 579，206 

特別利益 2 

特別損失 2，315 463 2， 778 

うち減損損失 。 。 。
有形固定資産及び 1，458，463 289，351 1，747，814 

無形固定資産の増加額

q
t
u
 

q
L
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平成 29年度

今治市公共下水道事業会計予算説明明細書



収 益 的 収 入

款 項 目
本年度 前年度

比 較
予定額 予定額

公共下水道 5，478，000 5，174，000 304，000 

事 業 収 益 営 業 収 益 2，643，251 2，980，125 ム 336，874

下 水 道 使 用 料 1，700，000 1，630，000 70，000 

他 ぷ3斗3¥ 計 負 tll. 金 870，353 984，608 ム 114，255

国 庫 補 助 金 24，350 37，000 ム 12，650

J戸tー 託 工 事 収 益 30， 700 700 30，000 

そ の他 営業 収 益 17，848 17，310 538 

他 4Z33t 、 計 補 助 金 。 310，507 ム 310，507

営 業外収 益 2，834，747 2，193，873 640，874 

戸ムく乙. 取 手Ij ，息、 2 2 。
{也 lヱbミ、 計 負 金 780，111 416，384 363， 727 

他 iZb3、t 計 補 助 金 255，118 227，273 27，845 

長期前受金戻入 1，799，261 1，549，959 249，302 

雑 収 益 255 255 。

特 別 利 益 2 2 。
過 年 度 損益修正益 2 2 。

6
 

っ臼



(単位千円)

節
説 明

区 分 金額

下水道使用料 1，700，000 下水道使用料 1，700，000 

一般会計負担金 870，353 一般会計負担金(雨水処理負担金) 870，353 

国 庫 補 助 金 24，350 国庫補助金 (1/2) 24，350 

受託工事収益 30，700 受託工事収益 30， 700 

手 数 来ヰ 421 督促手数料 11 

排水設備等指定工事庖指定手数料 15 

排水設備等工事責任技術者登録手数料 395 

負 金 16， 700 施設管理費負担金 16， 700 

雑 収 益 727 その他雑収益 727 

預 金 手!j ，息 2預金利息 2 

一般会計負担 金 780， 111 一般会計負担金(分流式下水道に要する経費等) 780，111 

一般会計補助 金 255， 118 一般会計補助金(汚水利息等) 255，118 

長期前受金戻入 1，799，261 長期前受金戻入 1，799，261 

不用品売却収 益 100 不用品売却収入 100 

賃 借 キヰ 18 電柱占用料 18 

下水道施設目的外使用料 60 下水道施設目的外使用料 60 

延 滞 金 4滞納下水道使用料延滞金 2 

滞納受益者負担金延滞金 2 

そ の 他雑収益 73 樋門管理費 17 

過年度納期前納付奨励金返納金

研修等助成金 55 

過年度損益修正益 2過年度損益修正益 2 
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収 益的支出

款 項 目
本年度 前年度

比較
予定額 予定額

公共下水道 5，524，000 5，220，000 304，000 
温竃

事 業 費 用 A凸g. 業 費 用 4，871，794 4，508，888 362，906 

伊回~ 渠 費 190，664 133，496 57， 168 

0
0
 

ヮ“



(単位千円)

節
説 明

区分 金額

*判'o. 料 19，999 一般職給 5人 7月 19，999 

手 当 等 8，650 扶養手当 1，172 

住居手当 346 

通勤手当 252 

時間外勤務手当 300 

管理職手当 504 

一般職期末手当 3，430 

勤勉手当 1，981 

児童手当 665 

賞与引当金繰入額 2，011 期末手当引当金繰入額 1， 164 

勤勉手当引当金繰入額 847 

法 厄炉'- 福 利 費 5，874 一般職共済組合負担金 5，874 

法定福利費引当金繰入額 384 法定福利費引当金繰入額 384 

旅 費 65 普通旅費 65 

備 ?自 口口口 費 198 備消品費 198 

燃 キヰ 費 10 車両等燃料費 10 

光 熱 水 費 2， 100 電気等使用料 2， 100 

通 運 搬 費 3，170 電話使用料 3，170 

委 託 キヰ 54， 189 管路調査等委託料 41，000 

管路清掃委託料 1，962 

下水道管理システム作成委託料 5，227 

マンホールポンフ。運転管理等委託料 6，000 

手 数 料 1，500 手数料 1，500 

賃 イ昔 料 298 機械器具賃借料 146 

用地賃借料 152 

修 繕 費 27，250 維持修繕費 27，250 

動 力 費 20，000 マンホールポンプ用電力代金 20，000 

材 料 費 12， 140 管渠補修用材料費 12， 140 

補 償 金 2，400 水道管、ガス管及びケーブル移設補償金 1，000 

工作物等損傷補償金 400 

損害賠償金 1，000 

保 険 料 426 その他保険料 426 

施 設 工 事 費 30，000 下水道管渠修繕工事 30，000 
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款 項 目
本年度 前年度

比較
予定額 予定額

ポ ン ブ 場 費 194， 139 251，959 ム 57，820

処 理 場 費 814，741 819，925 ム 5，184 
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(単位千円)

節
説 明

区分 金額

手 当 等 200 時間外勤務手当 200 

備 1自 ロロロ 費 900 備消品費 900 

燃 キヰ 費 2，800 車両等燃料費 2，800 

光 熱 水 費 9，400 電気等使用料 9，400 

通 運 搬 費 1， 100 電話使用料 1，100 

委 託 料 72，742 ポンプ施設運転管理等委託料 56，060 

樹木等管理委託料 4，800 

ポンプ設備保守委託料 260 

消防設備保守点検委託料 782 

電気設備保安委託料 4，400 

廃棄物等処理委託料 3，440 

しゅんせつ清掃委託料 3，000 

手 数 料 500 手数料 500 

賃 借 料 189 機械器具賃借料 169 

共架料 20 

修 繕 費 30，000 維持修繕費 30，000 

動 力 費 64，000 ポンプ場用電力代金 64，000 

材 料 費 1，800 ポンプ設備補修用材料費 1，800 

保 険 料 408 火災保険料 390 

その他保険料 18 

施 設 工 事 費 10，000 施設改修工事 10，000 

公 課 費 100 資源循環促進税 100 

ぜ*iロ』 キヰ 25，971 一般職給 7人 25，971 

手 当 等 11，049 扶養手当 667 

住居手当 324 

通勤手当 336 

時間外勤務手当 970 

管理職手当 1，510 

一般職期末手当 4，204 

勤勉手当 2，618 

児童手当 420 

賞 与引当金繰入額 3， 104 期末手当引当金繰入額 1， 788 

勤勉手当引当金繰入額 1，316 

賃 金 1，563 臨時事務員給 1，5631 

報 酬 2，297 嘱託員(1人) 2，297 

''A 
qδ 



款 項 目
本年度 前年度

比較
予定額 予定額
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(単位千円)

節
説 明

区分 金額

法 厄，........，. 福 手IJ 費 8，297 一般職共済組合負担金 7，656 

社会保険料(報酬) 375 

社会保険料(賃金) 266 

法定福利費引当金繰入額 593 法定福利費引当金繰入額 593 

旅 費 700 普通旅費 700 

備 I自 口口口 費 8，600 備消品費 8，600 

燃 キヰ 費 500 車両等燃料費 500 

光 熱 水 費 3，300 電気等使用料 3， 300 

Fn 局リ 製 本 費 50 処理場管理関係印刷費 50 

通 運 搬 費 960 電話使用料 960 

委 託 キヰ 465，639 処理場施設運転管理等委託料 245，000 

樹木等管理委託料 7， 100 

処理場設備保守委託料 20，000 

消防設備保守点検委託料 700 

電気設備保安委託料 11，000 

廃棄物等処理委託料 141， 000 

しゅんせつ清掃委託料 2， 139 

施設管理調査委託料 38， 700 

手 数 キヰ 10，000 手数料 10，000 

賃 キヰ 578 機械器具賃借料 126 

複写機使用料 200 

有線テレビ受信料 102 

有料道路通行料 150 

イ|多 繕 費 101， 320 維持修繕費 100，000 

備品修繕費 1， 320 

動 力 費 115，000 処理場用電力代金 115，000 

薬 ロロロ 費 34，800 薬品費 34，800 

材 料 費 16，400 処理場補修用材料費 16，400 

負 担 金 688 諸会出席負担金 620 

資格受講料 68 

f呆 険 料 950 火災保険料 316 

自動車損害保険料 580 

その他保険料 54 

施 設 工 事 費 1，000 施設改修工事 1，000 

報 償 費 188 委員謝礼金 188 

公 課 費 1， 194 資源循環促進税 1，170 

自動車重量税 24 
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款 項 目
本年度 前年度

比較
予定額 予定額

戸~ 託 工 事 費 33，000 。 33，000 

業 務 費 107， 198 113，627 ム 6，429

総 係 費 143，510 141，444 2，066 

A
斗
Aつd



(単位千円)

節
説 明

区 分 金額

施 吾員川又s 工 事 費 33，000 受託工事 33，000 

給 料 14，422 一般職給 4人 14，422 

手 当 等 6， 136 扶養手当 312 

通勤手当 388 

時間外勤務手当 1，800 

一般職期末手当 2，244 

勤勉手当 1，392 

賞与引当金 繰 入 額 1， 708 期末手当引当金繰入額 996 

勤勉手当引当金繰入額 712 

法 厄;J-・ 福 手IJ 費 4， 192 一般職共済組合負担金 4， 192 

法定福利費引当金繰入額 327 法定福利費引当金繰入額 327 

備 I首 ロロロ 費 106 備消品費 106 

印 刷 製 本 費 230 下水道普及等関係印刷費 230 

通 運 搬 費 24 通信運搬費 24 

委 託 キヰ 7， 195 未水洗化調査委託料 2， 133 

受益者負担金計算処理等委託料 4，060 

水洗化率等集計業務委託料 80 

収納業務委託料 908 

コンビ、ニ収納代行業務委託料 14 

手 数 料 35 手数料 35 

修 繕 費 60 維持修繕費 60 

負 担 金 66，621 料金徴収事務費負担金(水道事業会計) 66，621 

報 償 費 3，900 納期前納付報奨金 3，900 

補 助 金 2，242 水洗便所改造資金利子補給金 242 

私設下水道布設費補助金 2，000 

給 キヰ 36， 192 一般職給 8人 9月 36， 192 

手 当 等 18，413 扶養手当 1，611 

住居手当 643 

通勤手当 270 

時間外勤務手当 1， 100 

管理職手当 3， 714 

一般職期末手当 6，204 

勤勉手当 3， 791 

児童手当 1，080 

賞与引当金 繰 入 額 5，170 期末手当引当金繰入額 2，918 

勤勉手当引当金繰入額 2，252 
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款 項 目
本年度 前年度

比 較
予定額 予定額

減 価 償 却 費 3，188，542 3，021，437 167， 105 

資 産 減 耗 費 200，000 27，000 173，000 

営 業 外 費 用 641，206 701，112 ム 59，906

支 払 手IJ ，息 579，206 644，112 ム 64，906

消費税及び地方消費税 50，000 45，000 5，000 

雑 支 出 12，000 12，000 。
特 別 損 失 3，000 2，000 1，000 

過年度損益修正損 3，000 2，000 1，000 

予 備 費 8，000 8，000 。
予 備 費 8，000 8，000 。

6
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(単位千円)

節
説 明

区分 金額

報 酬 2，856 嘱託員(1人) 2，856 

法 疋炉 ...... 福 利 費 11， 742 一般職共済組合負担金 11，256 

社会保険料(報酬) 486 

法定福利費引当金繰入額 988 法定福利費引当金繰入額 988 

旅 費 1，218 普通旅費 1，218 

備 I自 ロロロ 費 200 備消品費 200 

燃 来ヰ 費 40 燃料費 40 

FP 刷 製 本 費 500 庶務、経理関係印刷費 500 

委 託 キヰ 59， 119 職員健康診断委託料 524 

財務会計システム委託料 595 

公共下水道事業計画変更調査設計委託料 58，000 

手 数 料 10 手数料 10 

賃 借 料 60 有料道路通行料 50 

駐車場使用料 10 

メチマ、 隊向~ 費 50 事業用交際費 50 

食 糧 費 50 諸会接遇費 50 

負 担 金 4，512 諸会出席負担金 1，135 

日本下水道協会負担金 604 

職員健康診断共済組合負担金 170 

庁舎使用等負担金 978 

情報ネットワーク負担金 1，625 

貸倒 引当金繰入額 2，390 貸倒引当金繰入額 2，390 

有形固定資産減価償却費 3，188，542 有形固定資産減価償却費 3，188，542 

固定資産除却費 200，000 固定資産除却費 200，000 

:G:二 業 債 手IJ ，息 578，206 当年度償還利息 578，206 

f日 入 金 手リ ，息 1，000 一時借入金利息 1，000 

消費税及び地方消費税 50，000 消費税及び地方消費税 50，000 

チノ」マ 付 金 12，000 下水道事業協力費交付金 12，000 

過年度損益修正損 3，000 不納欠損処分費等 3，000 

予 備 費 8，000 予備費 8，000 
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資本的収入

款 項 目
本年度 前年度

比較
予定額 予定額

資本的収入 2，169，000 2，451，000 ム 282，000

1i、二 業 債 1，372，200 950，900 421，300 

建 設 改 良 {責 1，372，200 950，900 421，300 

他会計出資金 140，000 801，228 ム 661，228

他 izk =z 計 出 資 金 140，000 801，228 ム 661，228

他会計補助金 124，418 。 124，418 

他 ぷ-;z::;玉z、計 ネ市 助 金 124，418 。 124，4181 

国庫 補助 金 501，650 634，550 ム 132，900

国 庫 ネ南 助 金 501，650 634，550 ム 132，900

負 金 等 30， 730 64，320 L， 33，590 

受益者負担金等 30， 730 64，320 ム 33，590

寄 附 金 2 2 。
寄 附 金 2 2 。

-38-



(単位千円)

節
説 明

区分 金額

建 設 ノ..u:、. 業 債 1，372，200 建設企業債 872，200 

資本費平準化債 500，000 

一般会計出資金 140，000 一般会計出資金 140，000 

一般会計補助金 124，418 一般会計補助金(臨時財政特例債等分) 124，418 

国 庫 補 助 金 501，650 下水道建設費 (1/2) 444，230 

下水道建設費 (5. 5/10) 57，420 

受益者負担金等 30， 730 下水道事業受益者負担金 3017;| 
下水道事業受益者分担金 56 

一 商交 寄 附 金 2一般寄附金(区域外接続) 21 
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資本的支出

款 項 目
本年度 前年度

比較
予定額 予定額

資本的支出 3，725，000 3，952，000 ム 227，000

建設改良費 1，471，100 1，670，100 ム 199，000

下 水 道 建 設 費 1，032，000 1，153，400 ム 121，400

単独下水道建設費 435，000 395，000 40，000 
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(単位千円)

節
説 明

区分 金額

給 料 6，855 一般職給 1人 8月 6，855 

手 当 等 10， 162 扶養手当 502 

住居手当 162 

通勤手当 128 

時間外勤務手当 7，400 

一般職期末手当 1，007 

勤勉手当 653 

児童手当 310 

賞与引当金繰入額 1，040 期末手当引当金繰入額 602 

勤勉手当引当金繰入額 438 

賃 金 1，563 臨時事務員給 1，563 

法 足炉.L.，. 福 手u 費 2，352 一般職共済組合負担金 2，086 

社会保険料(賃金) 266 

法定福利費引当金繰入額 199 法定福利費引当金繰入額 199 

旅 費 72 普通旅費 72 

備 t自 口口口 費 2，200 備消品費 2，200 

燃 料 費 400 車両等燃料費 400 

印 刷 製 本 費 100 工事用図面等印刷費 100 

委 託 料 586，860 設計等委託料 175，020 

処理場等改築工事委託料 411，840 

手 数 料 400 手数料 400 

賃 f二日位 料 2， 725 機械器具賃借料 2， 100 

複写機使用料 475 

有料道路通行料 150 

修 繕 費 650 備品修繕費 650 

保 険 料 400 自動車損害保険料 400 

施 吾匝又川4 工 事 費 412，000 下水道管布設工事費 412，000 

公 課 費 22 自動車重量税 22 

土 地 購 入 費 4，000 用地購入費 4，000 

給 料 3，029 一般職給 9月 3，029 

手 当 等 4，394 扶養手当 264 

住居手当 81 

通勤手当 6 
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款 項 目
本年度 前年度

比較
予定額 予定額

営 業 設 備 費 4， 100 121， 700 ム 117，600

企業債償還金 2，245，900 2，273，900 ム 28，000

建設企業債償還金 2，245，900 2，273，900 ム 28，000

予 備 費 8，000 8，000 。
予 備 費 8，000 8，000 。
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(単位千円)

節
説 明

区分 金額

時間外勤務手当 3，000 

一般職期末手当 496 

勤勉手当 322 

児童手当 225 

賞与引当金繰入額 513 期末手当引当金繰入額 297 

勤勉手当引当金繰入額 216 

賃 金 1，883 臨時事務員給 1，883 

法 炉足.L，島
福 利 費 1，377 一般職共済組合負担金 1，066 

社会保険料(賃金) 311 

法定福利費引当金繰入額 98 法定福利費引当金繰入額 98 

備 ?自 ロロロ 費 800 備消品費 800 

燃 キヰ 費 250 車両等燃料費 250 

印 昂リ 製 本 費 50 工事用図面等印刷費 50 

委 託 料 13，400 設計等委託料 7，000 

処理場等改築工事委託料 5，900 

電線等防護委託料 500 

手 数 料 10 手数料 10 

賃 f二日止 料 1，137 機械器具賃借料 850 

複写機使用料 237 

有料道路通行料 50 

修 繕 費 12，300 維持修繕費 12，000 

備品修繕費 300 

食 糧 費 50 接遇費 50 

補 イ賞 金 129，500 水道管、ガス管及びケーブル移設補償金 126，000 

工作物等損傷補償金 3，500 

保 険 料 200 自動車損害保険料 200 

施 設 工 事 費 266，000 下水道管切替及び改良工事 120，000 

下水道管布設工事費 146，000 

公 課 費 9自動車重量税 9 

工具器具及び備品費 4， 100 工具器具及び備品費 4， 100 

建設企 業 債 元 金償還金 2，245，900 当年度償還金 2，245，900 

予 備 費 8，000 予備費 8，000 
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平成 29年度

主要な建設改良工事



下水道事 業 ( そ の1)

下水道事業予算総括

(単位千円)

番号 事業区分 事業費

① 公共下水道整備事業 848，000 

② 特定環境保全公共下水道整備事業 184，000 

③ 単独公共下水道整備事業 382，000 

④ 単独特定環境保全公共下水道整備事業 53，000 

計 1，467，000 
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下水道事業(その2)

(公共下水道整備事業)

(単位千円)

事 業 費 848，000 

本工事費 643，840 

用地費及び補償費 4，000 

測量及び試験費 175，020 

事務費 25，140 

事 業計画期間 昭和46年度~平成29年度

天保山第1ポンプ場改築工事(電気設備)

近見中継ポンプ場改築工事(水処理・電気設備)

北部終末処理場改築工事(汚泥処理・電気設備)

野間地区公共下水道工事(ゅ 200mm L=310m) 

事 業 概 要 宅問地区公共下水道工事(ゆ 200mm L=220m) 

高橋地区公共下水道工事(ゅ 200mm L=430m) 

四村地区公共下水道工事(ゅ 200mm L=300m) 

紺原地区公共下水道工事C<T150mm L=210m) 

星浦地区公共下水道工事(ゅ 100"-'250mm L=620m) 

(単独公共下水道整備事業)

(単位千円)
=E圃""マT，...冒同圃EE司・ 一

事 業 費 382，000 

本工事費 255，900 

用地費及び補償費 105，500 

事務費 20，600 

事業計画期間 昭和46年度~平成29年度

野間地区公共下水道工事(ゆ 200mm L=260m) 

宅問地区公共下水道工事(ゅ 200mm L=170m) 

事 業 概 要 高橋地区公共下水道工事(φ200mm L= 190m) 

四村地区公共下水道工事(ゆ 200mm L=90m) 

紺原地区公共下水道工事(ゆ 150mm L=70m) 
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凡例

本年度施行箇所

縮尺 1:10000 
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下水道事業(その3)
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凡例

..本年度施行箇所

縮尺 1:10000 
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下水道事業(その4)
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下水道事業(その5)
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下水道事業(その6)
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凡例

本年度施行箇所

縮尺 1:10000 

大弁

|星浦地区公共下水道工事[公共]I 
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下水道事業(そのの

(特定環境保全公共下水道整備事業)

(単位千円)

事 業 費 184，000 

本工事費 180，000 

事務費 4，000 

事業計画期間 昭和61年度~平成31年度

事 業 概 要
伯方汚水1号幹線公共下水道工事(ゆ 300mmL=380m) 

伯方打越地区公共下水道工事(ゅ 150mmL=120m) 

(単独特定環境保全公共下水道整備事業)

(単位千円)

事 業 費 53，000 

本工事費 16，000 

用地費及び補償費 24，000 

測量及び試験費 7，000 

事務費 6，000 

事業計画期間 昭和61年度~平成31年度

事 業 概 要 伯方打越地区公共下水道工事(ゅ150mmL=30m) 
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